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第５章 目標事業量と確保の方策 

１ 将来における子どもの数の推計 

目標事業量の設定にあたって、計画期間における子どもの人口の推計を、コーホート変化

率法

※

により行いました。 

※すでに生存している人口については、コーホート（ある年齢層のかたまり）ごとに年々加齢していく人

口を変化率を用いて求めると同時に、新たに生まれる人口については女性子ども比（20～44 歳の女性に

対する０歳児の比率）を用いて推計しています。 

 

（１）将来推計人口 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

令和 2 年以降５年間の総人口における推計人口をみると、令和４年には 51,252 人、計画

最終年の令和６年には 49,570人まで減少するものと予測されます。 

年齢３区分別人口割合の推移をみると、年少人口割合はほぼ横ばい、高齢者人口割合は右

肩上がりで推移するものと予測されます。 

 

■令和２年以降５年間の人口推計 

 

 

■令和２年以降５年間の年齢３区分別人口割合の推計 
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（２）将来推計児童人口 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

本市の推計児童人口をみると、平成 31 年（実績）から令和６年にかけて、減少傾向で推

移すると予測されます。 

 

■０歳から 17 歳の将来推計人口 

 

 

■０歳から５歳の将来推計人口 
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２ 教育・保育提供区域の設定 

（１）区域設定の趣旨 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

子ども・子育て支援法に基づく基本指針（以下「基本指針」という。）では、市町村は、地

理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育

を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、

保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」

という。）を定め、この教育・保育提供区域ごとに教育・保育や地域子ども・子育て支援事業

の量の見込みや確保方策を定めることとされています。また、教育・保育提供区域は、認定

区分（保育の必要性や子どもの年齢による、施設給付を受け取るための区分）や事業ごとに

設定してもよいとされています。 

 

（２）浜田市の教育・保育提供区域 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

本市では、認定区分や事業ごとに、教育・保育提供区域を以下のように設定します。 

 

区域名 自治区 全市 

区域数 ５ １ 

教

育

�

保

育 

１号認定（３～５歳・教育）  ● 

２号認定（３～５歳・保育）  ● 

３号認定（０～２歳・保育）  ● 

地

域

子

�

	

�

子

育




支

援

事

業 

利用者支援事業  ● 

地域子育て支援拠点事業  ● 

妊婦健康診査  ● 

乳児家庭全戸訪問事業  ● 

養育支援訪問事業・子どもを守る 

地域ネットワーク機能強化事業 

 ● 

子育て短期支援事業  ● 

ファミリー・サポート・センター事業  ● 

一時預かり事業（幼稚園在園者対象）  ● 

一時預かり事業（在園児対応型以外）  ● 

延長保育事業  ● 

病児・病後児保育事業  ● 

放課後児童健全育成事業 ●  
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３ 教育・保育の事業量の見込み 

 

（１）前提となる考え方 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

基本指針では、幼稚園や保育所（園）等の現在の利用状況と今後の利用希望を踏まえて、認

定区分ごとに目標事業量である「量の見込み」と事業の「提供体制」、その「実施時期」等を定

めることとしています。認定区分は、以下のとおり１号、２号、３号の３つを設定します。 

 

■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 ３～５歳、幼児期の学校教育のみ 幼稚園、認定こども園 

２号 ３～５歳、保育の必要性あり 保育所（園）、認定こども園 

３号 ０～２歳、保育の必要性あり 保育所（園）、認定こども園、地域型保育事業 

 

 

（２）子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

令和元年 10 月１日から幼児教育・保育の無償化が実施され、未移行幼稚園、認可外保育施設、

預かり保育事業等の利用に係る「子育てのための施設等利用給付」制度が創設されました。 

この制度は“①市町村の確認を受けた施設”を“②市町村の認定を受けた子ども”が利用し

た際に要する費用を給付するものです。 

本市では、子育てのための施設等利用給付にかかる申請について、各利用施設にとりまとめ

の協力を依頼し、施設等利用費の公正かつ適正な支給の確保に取り組むこととしています。 

また、特定子ども・子育て支援施設等の確認や指導監督等については、県に対して情報等の

共有を行い、適切な取組を進めていきます。 
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（３）各年度における教育・保育の量の見込みと確保体制 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① １号認定（２号認定のうち、教育希望の高い方を含む） 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や実際の利用状況を踏まえた計画期間内におけ

る必要利用定員総数を、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・公立幼稚園４か所（平成31年4月から1か所休園）、私立幼稚園１か所（定員合計325

人）、保育所型認定こども園4か所（定員合計70人）の提供体制があります。令和2年度

は、保育所（園）1か所が保育所型認定こども園へ移行する予定であるため、令和2年度

以降は休園の公立幼稚園を除いた公立幼稚園3か所、私立幼稚園1か所、保育所型認定こ

ども園5か所で量の見込みを確保します。 

 

単位（実人数／年） 

 

平成 30 年度（実績

※

） 令和２年度 令和３年度 

利用者数 1 号 2 号（教育） 1 号 2 号（教育） 

1 号 2 号（教育） 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 

①量の見込 189 - 171 - 168 - 

②確保 

の内容 

特定教育・ 

保育施設 

395 - 280 - 280 - 

②－① 206 - 109 - 112 - 

 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

1 号 2 号（教育） 1 号 2 号（教育） 1 号 2 号（教育） 

3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 3-5 歳 

①量の見込 161 - 156 - 148 - 

②確保 

の内容 

特定教育・ 

保育施設 

280 - 280 - 280 - 

②－① 119 - 124 - 132 - 

※ 実績は５月１日現在 
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② ２号認定及び３号認定 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や実際の利用状況を踏まえた計画期間内におけ

る必要利用定員総数を、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・平成 30 年度現在、保育所（園）23 か所（すべて私立。定員合計 1,425人）、保育所型

認定こども園４か所（ともに私立。定員合計 510 人）の提供体制があります。なお、令

和２年４月に保育所（園）1 か所が保育所型認定こども園へ移行する予定です。 

・2号認定については、既存施設の定員増等により、受け入れ数の確保を図ります。 

 

単位（実人数／年） 

 

平成 30 年度（実績

※

） 令和２年度 令和３年度 

利用者数 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込 1,043 655 218 1,003 625 163 996 596 153 

②確保の内容 1,935 1,050 607 198 1,060 607 198 

 

特定教育・保育施設 1,935 1,050 607 198 1,060 607 198 

特定地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 

②－① 19 47 ▲18 35 64 11 45 

 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

2 号 3 号 2 号 3 号 2 号 3 号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込 962 590 145 937 575 138 893 563 132 

②確保の内容 1,060 607 198 1,060 607 198 1,060 607 198 

 

特定教育・保育施設 1,060 607 198 1,060 607 198 1,060 607 198 

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②－① 98 17 53 123 32 60 167 44 66 

※実績は 10 月１日現在  
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

 

（１）前提となる考え方 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

基本指針では、地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況と今後の利用希望を踏まえ

て、事業ごとに「量の見込み」と「提供体制」、「実施時期」等を定めることとされています。

地域子ども・子育て支援事業とは、子ども・子育て支援法に定められた、（２）に挙げる 13

の事業のことです。 

 

（２）各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保体制 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

① 利用者支援事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・教育・保育施設や子育て支援サービス、その他の子育て支援に関する地域資源を利用者

が効果的にまた円滑に利用できるよう実施します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は市の子育て支援課内に設置している子育て世代包括支援センター（母子保健型）

において、妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的な相談支援

を行っています。 

・今後は、老朽化した子育て支援センターに代わる施設として子育て世代包括支援センタ

ーを整備（令和4年度開所を予定）することとしており、相談体制の強化と利用者の利便

性の向上を図っていきます。 

 

（母子保健型） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

確保の内容 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 
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② 地域子育て支援拠点事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や現在の利用状況を踏まえた年間利用人数の見

込みを、量の見込みとして設定します。ただし、両親ともにフルタイムで勤務している

家庭については、利用率を半分程度に勘案して集計しています。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は浜田市子育て支援センター「すくすく」、日脚保育園内の「ひなしっこクラブ」、

三隅保育所内の「おひさま」、あさひ子ども園内の「あさひなないろクラブ」の計４か所

で実施しています。今後は「すくすく」は令和4年度（予定）に整備する新たな子育て世

代包括支援センターで事業を実施することとしており、子育て中の親子に対する子育て

相談や育児に関する情報提供、各種教室の充実に引き続き努めます。 

単位（人回／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 20,538 27,060 25,788 25,272 24,540 23,904 

確保の内容 ３か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 ４か所 

 

③ 妊婦健康診査 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・年間の妊娠届出見込み数に、国の示す望ましい受診回数である14回の利用回数を乗じて

算出した健診回数の見込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・下記の確保の内容により、できるだけ早く妊娠届ができるよう周知に努め、県内の医療

機関のほかに、里帰り分娩にも対応して県外の医療機関委託や償還払いを行い、適切な

健診を受けられるよう今後も努めます。 

単位（人、回／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の 

見込み 

対象者 370 365 357 349 339 330 

健診回数 4,757 5,110 4,998 4,886 4,746 4,620 

確保の 

内容 

実施場所 ※１ 医療機関 

実施体制 ※２ 個別に実施 

検査項目 ※３ 血液検査、尿検査等決められた項目 

実施時期 ※４ 随時 

※１ 医療機関 ※２ 個別に実施 ※３ 血液検査、尿検査等決められた項目 ※４ 随時  
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④ 乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん訪問事業） 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・０歳児の将来推計人数を必要な対象人数（年間実人数）とみなし、量の見込みを設定し

ます。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は保健師・看護師等により、生後4か月までの乳児のいる原則すべての家庭を訪問

し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行っています。今後も民生児童

委員・主任児童委員等の地域の支援者と連携して事業の推進を図ります。 

 

単位（人／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 365 351 339 330 321 313 

確保の 

内容 

実施体制 ※１ 保健師・看護師等が訪問 

実施機関 ※２ 浜田市 

※１ 保健師・看護師等が訪問 ※２ 浜田市 

 

⑤ 養育支援訪問事業・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（要保護児童対策地域協議会）  

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・養育支援訪問事業については、過去の訪問実績を踏まえた年間対象者数の見込みを、量

の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・養育支援訪問事業については、赤ちゃん訪問事業等で把握した養育支援の必要な家庭に

対して、保健師等の専門職が継続的に訪問します。 

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（要保護児童対策地域協議会）について

は、児童虐待の防止・早期発見・早期対応に向けた取組を進めます。 

 

■養育支援訪問事業 単位（人／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 93 116 113 110 108 104 

確保の 

内容 

実施体制 ※１ 保健師等が訪問 

実施機関 ※２ 浜田市 

※１ 保健師等が訪問 ※２ 浜田市  
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⑥ 子育て短期支援事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望を踏まえた年間利用人数の見込みを、量の見込

みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・対象となる子どもの年齢等に応じて、市内の児童養護施設、児童福祉施設と連携を図り

ながら対応します。 

単位（人日／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 0 38 38 38 38 38 

 

ショートステイ 0 28 28 28 28 28 

トワイライトステイ 0 10 10 10 10 10 

確保の内容 0 38 38 38 38 38 

 施設数 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・０歳から小学校卒業までの子どもの将来推計人数と現在の利用状況を踏まえた年間利用

人数の見込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・事務局を継続して１か所設置します。今後も会員同士の交流会や事業周知のための説明

会の開催、シルバー人材センター等類似のサービス提供団体との連携により、協力会員

の確保に努めます。 

単位（人日／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 816 585 580 572 560 549 

 

就学前 261 215 215 213 211 206 

就学後 555 370 365 359 349 343 

確保の内容 816 585 580 572 560 549 

 協力会員数 178 人 172 人 170 人 168 人 165 人 162 人 
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⑧ ア．一時預かり事業（幼稚園在園者対象） 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や現在の利用状況を勘案した年間利用人数の見

込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は私立幼稚園1か所と保育所型認定こども園4か所の計5か所で実施しています。今

後は、保育所（園）1か所が令和2年度に保育所型認定こども園へ移行する予定であるた

め、私立幼稚園1か所、保育所型認定こども園5か所の計6か所で量の見込みを確保しま

す。 

 

単位（人日／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 9,845 9,330 9,529 9,644 9,702 9,620 

確保の内容 9,845 9,330 9,529 9,644 9,702 9,620 

 

  イ．一時預かり事業（在園児対応型以外） 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や現在の利用状況を勘案した年間利用人数の見

込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は市内26か所で実施しており、今後も現状の体制を維持します。 

 

単位（人日／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 1,271 1,030 946 873 809 745 

確保の内容 1,271 1,030 946 873 809 745 
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⑨ 延長保育事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や現在の利用状況を勘案した年間実利用人数の

見込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は市内25か所で実施しており、未実施施設においても利用者のニーズに対応した実

施を検討します。 

 

単位（人／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 966 909 901 889 876 853 

確保の内容 966 909 901 889 876 853 

 

⑩ 病児・病後児保育事業 

◆量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による保護者の利用希望や現在の利用状況を勘案した年間利用人数の見

込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は病後児保育事業を市内１か所（浜田市役所本庁地下１階の「びぃびくんのおへや」）

で実施しています。令和３年度に病児保育事業を開始できるよう関係機関と連携を図ると

ともに、引き続きファミリー・サポート・センター事業の活用による病児・病後児の預か

りについても普及を図ります。 

単位（人日／年） 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 28 24 221 203 187 173 

確保の内容 28 24 221 203 187 173 

 

病児・病後児保育事業 23 19 211 193 177 163 

ファミリー・サポート・ 

センター事業 

5 5 10 10 10 10 
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⑪ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

◆放課後児童クラブの量の見込みと確保方策の考え方◆ 

＜量の見込みの考え方＞ 

・アンケート調査による就学前のお子さんをもつ保護者の利用希望や現在の利用状況を踏

まえた年間実利用人数の見込みを、量の見込みとして設定します。 

＜確保方策の考え方＞ 

・現在は市内15校区20クラブで実施しています。放課後子ども教室との一体的な実施や、

小学校の余裕教室等の活用、支援員の資質向上など、子どもの健全育成に適う放課後児

童クラブの整備を質・量ともに進めます。また、民間活力の積極的な導入も進めます。 

・確保の内容では利用定員総数を示しています。 

 

単位（人／年） 

区域 項目 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

市全域 

量の見込み 809 748 785 782 782 799 

 

低学年（１～３年生） 669 615 646 638 633 638 

高学年（４～６年生） 140 133 139 144 149 161 

確保の内容 875 875 905 905 925 925 

         

浜田自治区 

量の見込み 597 557 583 570 569 583 

 

低学年（１～３年生） 508 475 495 480 477 487 

高学年（４～６年生） 89 82 88 90 92 96 

確保の内容 645 645 675 675 675 675 

金城自治区 

量の見込み 65 62 64 69 70 66 

 

低学年（１～３年生） 47 45 50 56 54 48 

高学年（４～６年生） 18 17 14 13 16 18 

確保の内容 70 70 70 70 70 70 

旭自治区 

量の見込み 47 37 36 37 33 32 

 

低学年（１～３年生） 37 29 26 27 24 23 

高学年（４～６年生） 10 8 10 10 9 9 

確保の内容 40 40 40 40 40 40 

弥栄自治区 

量の見込み 23 27 29 29 32 37 

 

低学年（１～３年生） 17 19 22 21 24 27 

高学年（４～６年生） 6 8 7 8 8 10 

確保の内容 20 20 20 20 40 40 

三隅自治区 

量の見込み 77 65 73 77 78 81 

 

低学年（１～３年生） 60 47 53 54 54 53 

高学年（４～６年生） 17 18 20 23 24 28 

確保の内容 100 100 100 100 100 100 
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◆放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携等に関する考え方◆ 

＜放課後子ども教室と一体型クラブの整備計画＞ 

・一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室については、令和６年度に1か所の設置

を目標に整備を進めます。 

＜事業実施に係る教育委員会と福祉部局の連携に関する方策＞ 

・市の関係課や学校関係者、PTA 関係者、放課後児童クラブや放課後子ども教室の関係者

等から構成される「はまだっ子共育運営委員会」により、効果的な放課後児童クラブ及

び放課後子ども教室の実施に向けた協議を行います。 

＜放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の一体的な、または連携による実施に関する方策＞ 

・令和6年度に一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室を実施するにあたり、「は

まだっ子共育運営委員会」にて、実施体制やプログラム内容等について十分な検討を行

います。 

＜小学校の余裕教室等の活用に関する方策＞ 

・学校教育に支障のない範囲で活用できる余裕教室が生じた場合は、放課後児童クラブや

放課後子ども教室への活用ができないか小学校と協議を行います。 

＜放課後児童クラブの開所時間の延長に係る取組＞ 

・放課後児童クラブの開所時間は、平常授業日は放課後から午後６時まで、土曜日や夏休

み等長期休暇期間中は午前８時から午後６時となっています（平成31年３月現在）。今

後は必要に応じて延長保育の実施を検討します。 

＜特別な配慮が必要な児童への対応＞ 

・放課後児童クラブの利用申請において、受け入れ体制の目安となる基準づくりを進め、

特別な配慮が必要な児童が安全・安心に過ごせる環境づくりを検討します。また、支援

員等に研修等の機会を設け、特別な配慮が必要な児童への対応等の理解促進を図りま

す。 

・放課後子ども教室については、児童の状況、実施環境、サポート体制等を勘案しなが

ら、受け入れについて調整を図ります。 

＜地域との連携と積極的な情報発信＞ 

・放課後児童クラブや放課後子ども教室におけるプログラムの実施や、放課後子ども教室

における見守り等において、クラブと地域住民、関係機関、保護者等とが一層連携を図

るための仕組みづくりを推進します。 

・児童にとって、最善の放課後環境を検討・選択できるよう、事業内容、各クラブの概

要、活動内容等の情報の積極的な公開に努めます。 
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■放課後子ども教室と一体型クラブの整備計画 

 

実績 目標事業量 

平成 30 年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

放課後子ども教室 14 か所 15 か所 15 か所 15 か所 16 か所 16 か所 

一体型の放課後児童クラ

ブ及び放課後子ども教室 

0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 １か所 

 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払う

べき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事への

参加に要する費用等を助成する事業です。事業の実施については、今後検討していきます。 

 

⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究や、その他の多様

な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業

です。事業の実施や具体的な取組内容については、今後検討していきます。 
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５ 教育と保育の一体的提供に向けた市の考え方 

 

（１）認定こども園設置に関する方針 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

・認定こども園とは、教育・保育を一体的に行う施設で、保護者の就労状況に関わらず利

用することができます。現在本市では、保育所型認定こども園を浜田自治区の日脚保育

園とこくふ子ども園、みなと子ども園、旭自治区のあさひ子ども園計４か所で設置して

います。また、令和2年度には長沢保育園が保育所型認定こども園のながさわ子ども園へ

移行します。 

・国では、学校及び児童福祉施設としての法的位置づけをもつ「幼保連携型認定こども

園」の普及を進めています。本市においても、利用者のニーズを勘案しながら、各教

育・保育施設と協議を進めていきます。 

 

 

（２）質の高い幼児期の教育・保育の提供や教育と保育の一体的な提供の推進に関

する方針 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

・本市における幼児期の教育・保育は、幼稚園（公立４か所（１か所は休園中）、私立１か

所）、保育所（園）（私立23か所）、保育所型認定こども園（私立４か所）で提供してい

ます。令和2年度以降は、（公立４か所（１か所は休園中）、私立１か所）、保育所（園）

（私立22か所）、保育所型認定こども園（私立5か所）で提供していきます。 

・質の高い教育・保育の一体的な提供に向けて、幼稚園教諭と保育士の合同での研修実施

や指導方針等を協議する場の設定等の取組を検討していきます。 

 

 

（３）幼・保・小連携に関する方針 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

・現状は、公立幼稚園と小学校の教職員の組織的交流や、各地域において幼稚園や保育所

（園）、認定こども園と小学校とで運動会や行事、体験活動等での交流が行われていま

す。 

・小学校入学に際して不適応を起こさず、就学前教育と小学校教育の円滑な接続がなされ

るよう、幼稚園・保育所（園）・認定こども園・小学校の教職員同士が互いの教育内容や

指導法等の理解を深めるための取組を推進していきます。 


